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問題関心と文献

• 財政制度と財政パフォーマンス（鶴[2004]他）
• 実証研究
• Alesina and Perotti[1999];Alesina et al[1999]; 

Poterba[1994,1995,1996]他



本論文の視点

• 日本における制度と財政パフォーマンスの時系列方向の変
化に着目

• 政治史・経済史に関する知見の統合
大日本帝国憲法を法制的基礎とする国家システムの変質（三
谷[1967]；坂野[1971, 1982]

• マクロ的財政バランスと予算の省庁間配分



大日本帝国憲法が定めた国家システム

• 統治権の所在
＊天皇が総覧

＊天皇大権の行使

国務－国務大臣の補弼

統帥－軍令機関の補佐

• 内閣総理大臣の地位
＊憲法に規定なし

→憲法上は各国務大臣の単独補弼



憲法外機関

• 内閣・内閣総理大臣
• 元老
＊天皇による内閣総理大臣の任命を補弼

＊国政の重要事項に関して影響力を行使（明

治期）

＊伊藤、山県、黒田、井上、西郷（従）、大山、

松方



帝国議会の役割

• 天皇の立法権に関する協賛
• 政府が提案する予算に関する協賛
＊国の歳入・歳出は毎年、予算として議会の
協賛を受ける
＊国の歳入・歳出決算は毎年、議会の審査を
受ける
→財政の民主的コントロール

• 議会の予算統制機能の限界
＊発議権なし
＊政府の前年度予算施行権



主要政党の衆議院における議席シェア
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図1　主要政党の衆議院における議席シェア
％



戦前の慣例的予算編成プロセス

• 予算編成方針閣議決定（前年6-7月）
• 各省「歳出概算書」（概算要求）
• 大蔵省、予算原案を閣議に提出（10月）
• 閣議において各省の復活要求を処理
• 議会に提出（衆議院→貴族院）



一般政府支出／GNP
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図２ 政府支出／GDP％

資料：大川他[1966]；東洋経済新報社[1991]；内閣府経済社会総合研究所[2001]．



一般政府プライマリー・バランス／GNP
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図３ プライマリーバランスの長期変動（GDP比）
％

資料：図１参照． 注：プライマリーバランス=政府貯蓄－政府投資＋国債費



国債残高／GNP

0

50

100

150

200

250

1885 1891 1897 1903 1909 1915 1921 1927 1933 1939 1945 1951 1957 1963 1969 1975 1981 1987 1993 1999

図４政府債務/GDP％

資料：大川他[1966]；東洋経済新報社[1991,2003]；日本銀行統計局[1966]；内閣府経済社会研究所[2001]．



政治システム構成要素の自立化と予算圧力

• 国家システム構成要素の自立化（軍部・官僚・政党）
• 予算圧力
陸・海軍→軍拡

内務省・逓信省→産業インフラ整備

‖

政友会

都市民衆→減税



各省一般会計予算の決定要因

• Eｉｔ=c+aｉDｉ+bｔDｔ+uｉｔ (1)
ΔEｉｔ=log(Eｉｔ)-log（Eｉｔ－１）

=c+aｉDｉ+bｔDｔ+dPARTY+eSHAREｔ+uｉｔ (2)   

Eｉｔ：各省予算額
Dｉ： 省ダミー
Dｔ：年度ダミー
PARTY：政党内閣ダミー
SHARE：与党の衆議院における議席シェア



表１ 所管別年度別一般会計決算の要因分解

注：本文参照．
各期間の2列目はt値．

0.66346022.5679469Y8

-0.414-28773.64213431Y7

-0.127-8803.03511195Y6

-0.245-17033.73713784Y5

-0.479-33252.6919926Y4

-1.001-69511.7586485Y3

0.48933961.8656877Y2

10.3528036210.34642661M16

13.46410451312.86553048M15

4.494348885.46122517M14

8.912691787.86332423M13

1.586123150.9343851M7

0.67952730.4091687M5

30.28923512013.07153896M4

0.393027-0.145-597M3

1.11886801.0624380M2

0.6854905-1.551-5896定数項

0.9620.898R2

1907-19141896-1903

被説明変数：決算額（省－年度）



表２ 各省予算増加率の決定要因（1891-1919）

1.0890.0600.5820.029M16A

-0.0300.0020.0380.191M15A

-1.759-0.097-0.975-0.049M14A

0.7180.0400.2630.013M13A

1.4220.0781.5870.079M7A

0.8040.0440.5410.027M5A

-0.480-0.024-0.479-0.024M4A

-0.1290.0070.5640.028M3A

-0.476-0.026-0.491-0.025M2A

-1.329-1.400-1.327-1.400PARTY*SHARE

0.9600.5080.9580.508PARTY

4.1440.3654.1400.365定数項

(b)(a)

被説明変数：決算額増加率（省-年度）



注：各式とも年度ダミーを含むが報告されていない．

0.1550.153adR2

-1.331-0.173PARTY*M16A

0.1530.020PARTY*M15A

2.0760.269PARTY*M14A

-1.139-0.148PARTY*M13A

0.0470.607PARTY*M7A

-0.744-0.096PARTY*M5A

0.0000.000PARTY*M4A

1.5270.198PARTY*M3A

0.0710.917PARTY*M2A

(b)(a)



予算をめぐる日露戦後の政治過程

• 1908年度予算。執行に関連して西園寺内閣（政友会）が退陣
←元老山県の「健全財政」論

• 1912年度予算。原内相の予算要求を山本蔵相が拒否
←「井上意見書」（外債非募債、公債償還、行

政整理）

• 1913年度予算。原内相の予算要求を再度山本蔵相が拒否
←元老（松方・井上・大山）の閣議での財政勧告



政治システム断片化の進展

• 元老の機能低下
内閣総理大臣の奏薦と宮中事項に役割が限定（大正期以
降）

• 政党内閣制の定着（1918-1932）
「憲政の常道」

• 軍部の発言力上昇（1932-）



予算プロセスへの影響
（賀屋[1977]、1930年代前半）

• 「各省の概算要求額は－中略－非常に大きな金額でおそら
く日本の予算史上そういう時代はとうてい他にみられないほ
ど過去においては大きな要求金額であった」

軍事費－陸海軍省

農村振興予算－農林省、政党、軍部

• 「陸軍大臣、海軍大臣が財政上少なくしなければならないと
思っても、下の者が承知しないというような状況であった」



表１ 所管別年度別一般会計決算の要因分解

各期間の2列目はt値．

注：他に年度ダミーを含む

-1.726 M18

10.424 30525311.695 245280M16

10.043 2941048.110 170086M15

4.056 1187657.330 153728M14

7.245 21215212.254 257002M13

-2.155 -1.842 M10

0.506 14824-0.519 M8

1.088 30108M7

10.257 30036212.879 270099M4

-1.609 -1.482 M3

-1.324 -0.896 M2

2.312 575332.194 41343定数項

0.852 0.888 R2

1929-19361921-1928

被説明変数：決算額（省－年度）



表２ 各省予算増加率の決定要因

-1.401-0.114-1.232-0.085M18A

-0.287-0.0190.2090.870M16A

-0.249-0.0170.5710.024M15A

0.2660.0180.9860.041M14A

-1.672-0.112-0.270-0.011M13A

0.8420.0690.3840.021M10A

-0.471-0.0381.3060.070M8A

2.6810.311-0.743-0.057M7A

0.7510.0500.5010.021M4A

-1.476-0.099-0.1410.006M3A

0.0260.174-0.0270.001M2A

-1.949-2.280-2.243-2.696PARTY*SHARE

2.1731.0112.5431.215PARTY

0.8900.0320.0330.121定数項

(d)（ｃ）

1920-36

被説明変数：決算額増加率（省-年度）



注：各式とも年度ダミーを含むが報告されていない．

0.1390.066adR2

0.3510.049PARTY*M18A

0.5620.047PARTY*M16A

0.7940.066PARTY*M15A

0.4790.040PARTY*M14A

1.9030.159PARTY*M13A

-0.752-0.079PARTY*M10A

1.7220.182PARTY*M8A

-4.081-0.611PARTY*M7A

-0.494-0.041PARTY*M4A

1.7610.147PARTY*M3A

0.0060.001PARTY*M2A

(d)（ｃ）



結語

• 大日本帝国憲法の規定する国家システムの分権性
• 国家統合と財政規律における元老の役割
• 国家システムの断片化と財政パフォーマンス
元老の機能低下→分権性の顕在化

政党・軍部の自立化

軍部の断片化

→財政規律の低下

・ 戦時期の教訓

臨時軍事費特別会計における事前査定と事後検査の同時的な緩和

→財政の非効率化と破綻
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